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2020年オリンピック・パラリンピック成功に向けて、
東京都受動喫煙防止条例制定の要望書

謹啓

貴職におかれましては、ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。

わが国の喫煙による死者は 13万人/年 1)、 受動喫煙による死者は 6,800人/年 つと、たばこ
による健康障害・被害は甚大で、ここから派生する経済損失もたばこ税を上回る規模となっ

ています。このようなたばこによる健康障害・被害を減らすために、医学系・歯学系の 20の

参加学会からなる禁煙推進学術ネットワークは、政府、公的機関、公共交通機関に対して禁

煙治療の充実と受動喫煙を防止するための環境整備に関する要望書の提出や種々の啓発活動

を行って参りました 3,4)。

たばこによる健康障害・被害を防止するための国際条約である「たばこの規制に関する世

界保健機関枠組条約 (Framework Convention on TObacco Controli FCTC)」 第 8条 「たばこの

煙にさらされることからの保護」
°に関するガイ ドラインでは、「喫煙室や空気清浄機の使用

では受動喫煙を防止することは出来ない」として分煙を認めず、職場や公共交通機関だけで

なく、飲食店・宿泊施設等のサービス産業を含む公共的屋内施設 (以下、屋内施設)の全面禁
煙化を求めています6)。

また、国際オリンピック委員会 (IOC)は、1988年、オリンピック大会での禁煙方針を採択
し、カルガリー大会以降、会場屋内外の禁煙化とともにタバコ産業のスポンサーシップを拒

否してきました。2003年、世界保健総会においてFCTCが全会一致で採択され、2005年 2月 27日

に発効し (わが国は2004年 3月 に19番 目の国家として署名、6月 に批准 )、 2010年 7月 には世界

保健機関 (WHO)と 10Cは健康的なライフスタイルとスモークフリーオリンピックを目指す合

意文書に調印しましたつ。その前後から、オリンピック大会は会場だけでなく飲食店等のサー

ビス産業を含む屋内施設を全面禁煙とする法律・条例がある国で行われることが慣例となっ

ています。2008年の北京大会は、北京市の条例としてサービス産業を含む屋内施設の全面禁

煙を実施し、2012年のロンドン大会は「屋内の職場 (パブやレス トランを含む)は全面禁煙」
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とする衛生法の改正 (2007年)後に開催されています。ロシアもソチ大会の前年に、同様の
法律を通過させました (ソチで先行的に実施、2014年6月 より全土で施行 )。 2016年のリオデ

ジャネイロ大会が予定されているブラジルではすでにサービス産業を含め屋内施設は全面禁

煙です。また、オリンピックの開催にかかわらず、世界の43ヵ 国で飲食店等を含む屋内施設

を全面禁煙とする法律が施行されており (参考 1)、 屋内施設が全面禁煙であることは世界の

常識となっています。

一方、わが国の受動喫煙防止に関する2003年健康増進法第25条および2012年厚生労働省健

康局長通知的や条例 (2010年神奈川県のと2013年兵庫県
1の で制定)ではいずれも「分煙」、つ

まり喫煙室 (空間分煙)や時間分煙を容認するという考え方です。 しかし、分煙を認める場
合には多額の設置費用が必要になる上、健康便益も期待できず、正味の費用対効果は大幅な

マイナスとなります
11)。 2020年の東京オリンピック・パラリンピックを成功させるためには、

東京都が率先して国際標準に合致した “サービス産業を含む屋内施設の全面禁煙条例"を制
定して、受動喫煙のない国々から来日する選手団や政府関係者、そして多くの観光客を迎え

ることが必要と思います。さらには、選手団や観光客が日本のどこを訪問しても受動喫煙の

被害に遭わずに済むように、国としてFCTC第 8条に合致した受動喫煙防止法を制定すること

を、都知事から国に対して働きかけていただくこともぜひお願いしたく思います。レス トラ

ンやホテルなども含む全面禁煙のきれいな空気で迎えることが海外の選手 。関係者・観光客

に対する最大の「おもてなし」であり、オリンピック・パラリンピックを成功させる最低限の

条件ではないでしょうか。

また、2013年 2月 、中国から飛来する微小粒子状物質 (PM2 5)に よる越境汚染が社会問題

となり、外出を自粛する等の注意喚起を行う暫定的な指針となる値が 70μ g/m3に設定された

ことが大々的に報道されています。タバコ煙の粒子径は lμ m以下の典型的な PM2 5です○最新

式排煙設備を設置したという」R東海道・山陽 。九州新幹線 N700系の喫煙室内外、および、
通常の喫煙可の喫茶店での PM2 5について、産業医科大学の研究班 (主任 :大和 浩、禁煙推進

学術ネットワーク委員)が測定したデータを添付させていただきます ② (参考 2)。 タバコ煙
がデッキに漏れ、さらに、客室まで汚染していること、また、喫煙室内部の PM2 5の異常な高

さに驚かれると′思います。

貴職におかれましては、現在、既に東京都が取り組まれている飲食店の受動喫煙対策をさ

らに発展させて、東京オリンピック・パラリンピック大会までにサービス産業を含む公共の

場所の全面禁煙を定める受動喫煙防止条例を制定されますよう、お願いする次第です。

謹自

(問い合わせ先)

〒66卜0828 兵庫県尼崎市東大物町 1丁 目1-1
兵庫県立尼崎病院 院長 藤原 久義 宛
禁煙推進学術ネットワーク委員長

URL :  http://tobaccO― cOntrol―research― net.jp/
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平成 24年 10月 29日 )
9)神奈川県公共的施設における受動喫煙防止条例
http://、輌nv.pref.kanagawa.jp/cnt/f6955/p23021.html

10)兵庫県受動喫煙の防止等に関する条例について
http://web.pref.hyogo.jp/kf17/judoukitsuen_jourei.html

ll)大和 浩.職場の受動喫煙対策に関わる労働安全衛生法の改正の動きと職場での喫煙対
策の取り組み 労働衛生工学 52:3143,2013
12)厚生労働科学研究費補助金 循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業
「受動喫煙の防止を進めるための効果的な行政施策のあり方に関する研究」

平成 25年度研究報告書 (研究代表者 :産業医科大学 大和 浩)



<参 考 1> 主要国の受動喫煙防止法の施行状況
世界保健機関 (lVHO)「 たばこの規制に関する世界保健機関枠組条約」のホームページに公開

されている FCTC履行状況に関する各国報告(2012年 時点)から作成した一覧
http://、ぃぃv.who.int/fctc/reporting/party_reports/en/

(○ :国法、州法で屋内の全面禁煙化、△ :一部例外あり、× :法律による規制なし

主要国の受動喫煙防止法の施行状況 (G8)

※7Ll  イギリス全十に受動喫煙防 F法 が適用され、地 方官庁により実施されている.

※注2  ババリア引1と ザールランド州は第8条 に添った完全禁煙の州法あり.飲食店等のサーービス産業などで 隔離された喫煙室の設置が認められている州 1)ある。

※注3  -部 の州では、緩和ケアや依存症治療施設 、伝統的な施設が居住地である場合などの特 IIは状況での喫煙を容認している.

※注4  バーなど「全席喫煙 Jの選択も可能であるが、それを選択 しているのは3%以 下.妊 婦、子ど1)が 居る場所での違反の罰則金は2倍。

※注5  州 により対策が異なるため、CDC State Tobacco Ac● ■t,s「 racttng and Evaba●on(STATE)Systcmを用い、2013年 第 4四 14期日寺点で、

完全禁煙の州の数を記載 .ヽ Aは情報なし.

※注6  2013年 6月 、受動喫煙防 1[法を施行 (2014年 の冬季オリンピlンクのため ツチで先行的に施行 ).ホテルの客室1)禁煙化 .唯 の例外は長距離客船
`

なお、ロシアの報告は英語ではないため、対策の実施状況のみ転記した。

※注 7  日本の状況は、日本政府よりWHO「 C FCに提 出された回答に基づく.

※注8  iど 1)を乗せている場合、自家用車内の喫煙は禁止

※注9  0公 会堂、スタジアム、鉄道駅、バス停 △ホテル、空港

※注10  11個 人宅使用の場合も含む営利 目的の託児施設、学習塾、12歳未満の子ど1)が 同乗する自動車両

※注H  2010年 7月 の受動喫煙防止法の完全実施当初から、喘息の危機的発作や呼吸器感染症による外来診療件数が20%減少した。
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C8-1 イキリス 国 法 〇 ○ ○ ○ 〇 〇 の 〇 〇 〇 O 0 〇 ○
罰金 50£。15日 以

内 に支払えば 30£
※注1

G8-2 ドイツ 国法 り11法 ○ ○ △ 〇 〇 △ 〇 △ △ △ △ △ あり ※注2

C8-3 カリータ
」法 州法、行政命

令 自主協定、条例
〇 〇 O 〇 〇 ○ 〇 O 〇 △ ○ 〇 〇 O 〇 ※注 3

C8-4 国 法 〇 ○ ○ △ △ △ 〇 △ ○ △ △ △ あ り

(18-5 イクリア 国 法 △ 〇 △ △ 〇 〇 〇 △ △ △ △ △ あ り
初回違反275C、

最大275C.
※ :14

C8-6 ・メリカ 州 法 NA
公共交通機関の

全面禁煙 40州
5 NA NA 34 ※注 5

(;8- ロシア 国 法 〇 ○ ○ ○ ○ 〇 〇 ○ 〇 〇 ○ 〇
2014年 6月 、
全 rI禁煙

※注6

(}8-8 日本 な し
「■定の要件を
満たす喫煙室」

※注 7

主要国の受動喫煙防止法の施行状況 (G20)
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オーストラリア
国法、州法

行政命令
○ 〇 〇 〇 △ ○ 〇 〇 〇 △ ○ 〇 ○ 〇 〇

北部準州の罰金

AUDS200～ 400
※注 8

ブラジル LTJ法、州法 〇 ○ 〇 ○ ○ 〇 ○ ○ ○ △ △ △ △ △ あり

中 国 国 法 △ ○ ○ △ △ △ △ △ △

インド 国法、州法 ○ 〇 〇 〇 〇 〇 ○ 〇 ○ 〇 〇 〇 〇 あり 罰1金 ※注9

韓国
l・a法 ,」 法 行政命令

白主協定 その他
〇 〇 〇 〇 ○ 〇 ○ ○ ○ △ △ あり 罰金 100000ウ ョン

メキシヨ
国法、州法

行政命令
△ 〇 ○ ○ △ 〇 △ 〇 △ △ △

南アフリカ

共和国
国 法 △ △ △ ○ △ △ 〇 〇 △ △ △ △ △ 罰 金 ※注 10

国 法 ○ ○ 〇 〇 〇 ○ ○ ○ 〇 〇 ○ ○ ○ ○ ※注 H



<参 考 2> 喫煙とPM2.5
タバコ煙の粒子径はlμ m以下の典型的な微小粒子状物質 (PM2 5)です。2009年、環境省は「PM2 5

に係わる環境基準」を示し、「人の健康を保護する上で維持することが望ましい基準」を「1年平均

値が15μ g/m3以 下、かつ、1日 平均値が35μ g/m3以下」としています。さらに、中国等からの越境汚

染が社会問題となった2013年2月 、「外出等を自粛する注意喚起のための暫定的な指針値」を1日 平

均値で70μ g/m3と しました。受動喫煙の曝露濃度を、タバコの燃焼によって発生するPM2 5で評価す

る研究を行っている産業医科大学研究班 (主任 :大和 浩)のデータを示します。

① わが国のN700系新幹線の喫煙室からのタバコ煙の漏れについて

N700系新幹線の喫煙室内、デッキ、禁煙の車両内のPM2 5の測定を行い、N700系新幹線の喫煙室か

らタバコ煙が漏れていることを示しました (測定日2011年 7月 23日 、ほぼ満席状態、4人用の喫煙室

のある7号車で行われ、観察中に20本の喫煙。前後の5分は喫煙室のない車両のデッキで測定)。

環境省の基準値と比較すると、下のグラフで示すように喫煙室の内部のPM2 5の濃度は1000 μ g/m3

に達する劣悪な環境でした。また、縦軸を拡大した下のグラフで示すように、喫煙者が出入りする

際には自動 ドアが全開となるため、タバコ煙はデッキに漏れ、さらに客席まで拡散し、その濃度は

環境基準の35μ g/m3を しばしば超え、一時的には外出を自粛する指針値である70μ g/m3に達してい

ました。「喫煙室を設置しても受動喫煙を防止することは出来ない」という世界保健機関 (WHO)の

見解と一致する結果です。新幹線内のPM2 5に よる汚染を解決するには、喫煙室を廃止して全面禁煙

とするしか手段はありません。
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② わが国における喫煙可の喫茶店内・外での受動喫煙 (PM2 5)

喫煙が行われている喫茶店で、タバコの燃焼に由来する PM2 5の濃度を測定した結果を示します。

測定日は 2009年 2月 27日 、測定前 5分間は店外の沢1定、店内を 30分間測定、終了後 5分再び店

外を 5分間沢1定 したところ、屋外は幹線道路沿いであるにもかかわらず清浄であり、屋内はタバコ

から発生する PM2 5で高濃度に汚染されていることが認められました。

ね崚帽難肝駐―ビ機 鞭 ‐.5題囲酪網帥窯と難毅犠

北薫織PM2,S濃度
2013年 1轟 1‐・醸:羹

:

山移轟

も鬱

籐外 量‐外

:麟

麟

み
轟
■
´
静
ｔ

」
”
》

Ｆ
難

蔭

羅

唆

無

ヽ

ｆ

魯

摯
鷲
策
餌
¨
鐵
蒙
機
湯
電
競
爾
鍋
翻
轟
鐵
一
懺
饉
磁
■
識
凛
ｔ

〓
〓ヽ
ヽ
■
一響
鶴
篠
蓼
鶴
卜
驚
寺
攀

争 ==  黎懸警 ,'
鶉 購 鯵 ,

1:``鰭 議 籐

鰊ま艤鉤|

魃 魃

議壺労儀科学警甕

稀 が機蒔今後の攣撞鸞雛と雙勧鋼饉対策の方廃性とその推進経鵜する購究機

1主任覆究警濃 菫饉科大学 難繁壼簸襲撃研究豚 教授 大和 燿)輸―職として議定

店を利用する客は短時間の曝露で済みますが、上記のような喫煙可の飲食店等で働く従業員は高

い濃度の PM2 5に長時間さらされます。従業員の健康を守るという観点からも検討が必要です。


